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サイト概念モデルを用いた土壌・地下水汚染の管理・制御技術 
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1．はじめに 1 

1.1 本研究の背景 
 建設工事において土壌・地下水汚染に遭遇した

際、その影響は発生源での有害物質の含有量、溶

出量で評価してきた。近年、土壌汚染に関する関

係法令等が整備され、遭遇契機も多様化している

状況に鑑みると、現場毎に想定される土壌・地下

水環境を考慮した、効率的かつ効果的な新たな影

響評価手法が必要となっている。 
1.2 土壌汚染に関する基準と法令 
 平成3年8月の土壌環境基準の設定、平成15年2
月の土壌汚染対策法（以下、「土対法」）の施行を

経て、平成22年4月には改正土対法が施行された。

また、東京都や大阪府、千葉県などの地方自治体

においても、土壌汚染に関する条例が数多く制定

されてきている。 
このような中、平成3年にはわずか40件だった

土壌汚染の調査は、土対法施行直後の平成15年
度にはおよそ20倍の762件、平成20年度にはさら

にその倍の1,365件が実施され、世の中の土壌汚

染に対する関心の高まりが伺える 1)。実際に、こ

れらの土壌汚染の調査が実施されたもののうち、

平成20年度は約半数の697件で基準を超過する土

壌汚染が顕在化している1)。  
1.3 公共事業における土壌汚染 
 公共事業においても例外ではなく、鶴見川多目

的遊水地整備 2)や圏央道八王子北 IC建設予定地 2)

における廃棄物混じり土、仙台市東西線地下鉄建

設工事 3)や東北新幹線八甲田トンネル建設工事 4)

における自然由来の重金属等を含む岩石・土壌な

どに遭遇する場合が発生している。 
公共事業における土壌汚染については、用地買

収前に土壌汚染が顕在化する場合、「公共用地の

取得における土壌汚染への対応に係る取扱指針」

（国土交通省、平成15年4月30日）に従い対応す

ることとなる。一方、用地取得後や工事開始後に

──────────────────────── 
Management Method for Soil and Ground water 
Contamination using the Site Conceptual Model 

土壌汚染に遭遇する場合、土対法や「建設工事で

遭遇する地盤汚染対応マニュアル（暫定版）」 5)、

「建設工事で遭遇するダイオキシン類汚染土壌対

策マニュアル（暫定版）」 2)、「建設工事で遭遇す

る廃棄物混じり土対応マニュアル」 6)などを参考

に、公共工事の事業者自らが対応するケースが多

い。しかし、①大量の汚染土壌への対応、②複数

の利害関係者の存在によるリスクコミュニケー

ションの困難さ、③次章で示す遭遇形態の多様性、

④多数の関係法令の存在による対応の繁雑さなど、

課題は様々で、新たな土壌・地下水の管理・制御

技術が求められている。 
土木研究所では、土壌・地下水汚染の影響を定

量的に予測、評価し、対策の合理化を目指す新た

な影響検討手法の構築を検討している。これは従

来、個々に実施されていた調査、影響評価、対策、

モニタリングを統合し、一連の流れ、目的を持っ

て影響検討を実施する手法である。本手法の説明

は3章にて記す。 

2．公共工事における土壌汚染遭遇契機 

 土壌汚染に遭遇する契機として、土地の使用履

歴から調査を行い判明する場合や、視覚や嗅覚な

ど五感に基づくもの、建設発生土のストックヤー

ドへの受入時や条例に基づく調査によって判明す

るケースなど様々である。  
(1)土地の使用履歴から調査を行い判明する場合 
 土地の使用履歴調査により、工場やクリーニン

グ店、ガソリンスタンドなどが存在し、過去に有

害物質を取り扱った記録が判明し、土壌汚染調査

が行われる場合がある。 
(2)五感に基づく異常から判明する場合 
1）土壌の異常な着色 

掘削時に土壌に異常な着色が発見され、土壌汚

染が顕在化する場合がある（写真-1）。 
2）土壌や浸出水の油膜や異臭 

土壌や地下水の異臭から土壌汚染が顕在化する

場合がある。これは、一部の揮発性有機化合物や

油に存在する特有の臭気に起因する（写真-2）。 

特集：公共事業に関わる地盤・水質汚染に対する新たな取組み 
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3）土壌に異物が混入 
 掘削した土壌に異物、特に廃棄物の混入が判明 
し、土壌汚染が顕在化する場合もある（写真 -3）。 
4）自然由来の重金属等を含有する岩石・土壌 

我が国には自然由来の重金属等を含有する岩

石・土壌が広く分布し、公共事業においても自然

由来の重金属等を含む岩石・土壌の存在が顕在化

する場合がある（写真-4）。  
(3)ストックヤード等への受入時や条例により判

明する場合 
 ストックヤード等への受入時や地方自治体のい

わゆる残土条例により、土壌の溶出試験等を実施

し安全性を確認することが求められる場合がある。 

３．サイト概念モデルに基づく影響検討 

3.1 対応の流れ 
建設工事開始後に土壌汚染に遭遇した場合、一

般には調査、影響検討、対策、モニタリングの順

で実施する。土木研究所では、従来、個々に実施

されてきたこれらを統合し、なおかつ発生源での

有害物質の含有量、溶出量で評価してきた土壌・

地下水汚染の影響を、周辺への影響により評価す

る、合理的かつ定量的なサイト概念モデル※に基

づく影響検討手法を開発している。この影響検討

は「サイト概念モデルの構築」と「影響評価の実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
施」からなる。図-1にサイト概念モデルに基づく

土壌汚染への対応フローを示す。 
3.2 サイト概念モデルの構築 

サイト概念モデルに基づく影響検討は、建設工

事において現場毎に想定される土壌・地下水汚染

の影響を明確にし、対応方針、現地調査計画の立 

写真-1 シアン汚染土壌  写真-2 油汚染土壌  

写真-3 廃棄物混じり土  写真-4 自然由来の重金属等を含有する岩石・土壌 

図-1 サイト概念モデルに基づく土壌汚染への  
対応フロー 

初期サイト概念モデルの構築

サイト概念モデルに
基づく影響評価

（必要に応じて）対策の実施

現地調査

モニタリング

工事終了

工事着手

緊急調査

応急対策

サイト概念モデルの高精度化

サイト概念モデルに
基づく影響評価

資料調査および溶出試験等

標準モデル
（レベル１）

詳細モデル
（レベル２）

対策が現場条件に
適合しない　等

サ
イ
ト
概
念
モ
デ
ル
の
構
築

影
響
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価
の
実
施

影
　
響
　
検
　
討

───────────────────── 
※土木用語解説：サイト概念モデル  
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案、影響評価の実施、対策の選定・設計などを効

率的かつ効果的に実施するための手法である。 
サイト概念モデルには、対応方針、現地調査計

画の立案に活用することを目的に構築する「初期

サイト概念モデル（図 -2）」と、影響評価の実施、

対策の選定・設計に活用することを目的に構築す

る「サイト概念モデル（図 -3）」の二種類がある。

初期サイト概念モデルは既存資料調査などによる

対象地域の地形・地質、水理特性・水質、土地利

用履歴や発生源の有害物質の含有量・溶出試験結

果等の情報をもとに、周辺環境への影響を想定し、

現地調査計画の立案に活用するものである。サイ

ト概念モデルは、さらに現地調査などによる発生

源および摂取経路における有害物質の土壌への吸

着特性、表流水や地下水の詳細な情報を加え、想

定される周辺環境への影響を明確にし、影響評価

の実施、対策の選定・設計に活用するものである。 
3.3 影響評価の実施 

3.3.1 影響評価とは 
構築したサイト概念モデルを用いて、有害物質

が敷地境界や保全対象近傍に達する場合の地下水

の有害物質濃度を移流分散解析等により求め、判

定基準と比較することで、定量的な影響評価を実

施する。この際、評価期間は100年間を目安とす

る。なお、この定量的な影響評価の実施は、リス

クコミュニケーションの際に活用するツールとし

ても期待される。 
影響評価には比較的簡易なサイト概念モデルを

活用し一次元解析等を実施する「標準モデル（レ

ベル1）による影響評価」と、詳細なサイト概念

モデルを活用し多次元解析等を実施する「詳細モ

デル（レベル2）による影響評価」がある。これ

らの影響評価に基づき対策の設計を行う。 

3.3.2 標準モデル（レベル1）による影響評価 
標準モデル（レベル1）による影響評価は、現

地調査によって取得した現地のパラメータを利用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
し、一次元の移流分散解析等を用い影響予測およ

び影響評価を実施する。解析を実施する測線の選

定にあたっては現場毎の地下水流況、保全対象位

置、想定される影響等を考慮することが必要とな

る。 
土木研究所土質・振動チームでは、西垣ら 7)が

提案した手法に基づき、かつ現場で事務所職員が

使用することを前提とした簡易な移流分散解析ソ

フトウェア 1DTRANSUを整備した。入力する

データは、発生源における有害物質の種類、帯水

層のパラメータ（透水係数、間隙率、遅延係数

等）、地下水位、年間降水量等である。出力とし

て発生源直下の帯水層における有害物質濃度と時

間の関係、発生源と評価地点間のある時間におけ

る有害物質濃度、評価地点直下の帯水層における

有害物質濃度と時間の関係が得られる。図 -4に
1DTRANSUの計算結果例を示す。 1DTRANSU
の特徴としては、表計算ソフトExcelが使用でき

※  溶出試験、資料調査結果などから構築  

図-2 初期サイト概念モデルの例  
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※  初期サイト概念モデルを参考に現地調査を実施し構築  

発生源
（特定有害物質を

含有する岩石・土壌）

評価地点
（敷地境界もしくは
保全対象のうち

発生源により近傍の点）

周辺状況
（敷地境界や

保全対象の位置）

摂取経路
（地下水経由の摂取）

周辺地盤
（地下水流向・流速や

地盤特定有害物質の移行特性）

飲用井戸

敷地境界 モニタリング井戸

発生源
（特定有害物質を

含有する岩石・土壌）

評価地点
（敷地境界もしくは
保全対象のうち

発生源により近傍の点）

周辺状況
（敷地境界や

保全対象の位置）

摂取経路
（地下水経由の摂取）

周辺地盤
（地下水流向・流速や

地盤特定有害物質の移行特性）

飲用井戸

敷地境界 モニタリング井戸

サイト概念モデル例

評価地点

評価地点
（敷地境界もしくは保全
対象のうち発生源に

より近傍の点）

発生源
（特定有害物質を

含有する岩石・土壌）

評価地点
（敷地境界もしくは
保全対象のうち

発生源により近傍の点）

周辺状況
（敷地境界や

保全対象の位置）

摂取経路
（地下水経由の摂取）

周辺地盤
（地下水流向・流速や

地盤特定有害物質の移行特性）

飲用井戸

敷地境界 モニタリング井戸

発生源
（特定有害物質を

含有する岩石・土壌）

評価地点
（敷地境界もしくは
保全対象のうち

発生源により近傍の点）

周辺状況
（敷地境界や

保全対象の位置）

摂取経路
（地下水経由の摂取）

周辺地盤
（地下水流向・流速や

地盤特定有害物質の移行特性）

飲用井戸

敷地境界 モニタリング井戸

サイト概念モデル例

評価地点

評価地点
（敷地境界もしくは保全
対象のうち発生源に

より近傍の点）

評価地点
（敷地境界もしくは保全
対象のうち発生源に

より近傍の点）

（表流水の情報や構成地質毎の地下水流向・流速、 

周辺地盤  

発 生 源  

詳細な溶出特性、それらの空間分布） 
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図-3 サイト概念モデルの例  

透水係数、有害物質の土壌への吸着特性、それらの空間分布） 

図-4 1DTRANSUの計算結果例  
 （砒素を対象とした100年間の影響予測）  

100年後の汚染源から敷地境界までの濃度分布

評価地点濃度の時間変化帯水層汚染源濃度の時間変化

時間（年） 時間（年）

汚染源からの距離（m）

濃
度
（
m

g/
L）

濃
度
（
m

g/
L）

濃
度
（
m

g/
L）

100年後の汚染源から敷地境界までの濃度分布

評価地点濃度の時間変化帯水層汚染源濃度の時間変化

時間（年） 時間（年）

汚染源からの距離（m）

濃
度
（
m

g/
L）

濃
度
（
m

g/
L）

濃
度
（
m

g/
L）

評価地点

発生源から評価地点までの距離、100m 発生源（砒素） 



土木技術資料 52-6(2010) 
 
 

 

－ 9 － 

れば利用可能で、影響予測を行う際に必要となる

地盤のパラメータが参考値として設定されており、

直ちに概略計算が可能ということが挙げられる。 

3.3.3 詳細モデル（レベル2）による影響評価 
詳細モデル（レベル2）による影響評価は、標

準モデル（レベル1）に基づいて設計した対策が

現場条件に適合しない時などに、より詳細な現地

調査によって取得した現地パラメータを使用し、

多次元の移流分散解析等7)（図 -5参照）を実施す

る。 
3.4 留意事項 
 サイト概念モデルに基づく影響検討を実施する

際は、モニタリングを併用し、不確実性を担保す

ることが必須となる。また、モニタリングの結果

に応じて追加調査やパラメータの再設定を含むサ

イト概念モデルの修正等を適宜行い、影響検討の

精度を可能な限り向上させる。その結果新たな対

策の必要性が生じた場合は適切な対応を検討する。 

4．まとめ 

 環境問題への関心が高まる昨今においては、有

害物質の影響検討を行う場合には、科学的根拠に

基づいた定量的な予測が重要である。本検討によ

り得られた主たる成果は以下の通りである。 
・新たな影響検討の考え方として、サイト概念モ

デルに基づく影響検討手法の提案を行った。 
・サイト概念モデルに基づく影響評価に適用する

簡易な移流分散解析ソフトウェア1DTRANSU
を整備した。 
なお今後は、模型実験や現場の観測データをも

とにパラメータの設定方法の検討を行い、手法の

検証を実施し影響検討の精度を高めていく。 
これらの成果は、「建設工事で遭遇する地盤汚 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
染対応マニュアル（暫定版）」の改訂に反映する

予定である。 
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図-5 三次元移流分散解析の計算例  
(ある地盤条件において地下水に溶け込んだ  

    トリクロロエチレンの5年後の拡散状況）  
 

 


